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⚫ 根室圏域から釧路圏域への流出割合が63.9％と高いが、釧根圏域としては入院医療の
自給率が95.8％となっており、釧根三次医療圏の中でほぼ完結している

⚫ 根室市消防本部、根室北部消防事務組合の救急搬送状況から、救急搬送先の9割以上が
根室管内となっており、患者の病状に応じて身近な圏域と広域で役割分担して対応され
ている
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⚫ 必要病床数に対する稼働病床数は釧路圏域では+198床、根室圏域では▲81床、
釧根地域全体では+117床と年々その差が縮小している

⚫ 現行の地域医療構想における必要病床数は、以下の条件で推計されている
⚫ 高度急性期・急性期：医療機関所在地ベース（策定時の流出入を反映）
⚫ 回復期・慢性期 ：患者所在地ベース （患者所在地管内で完結する前提）

⚫ 各圏域の稼働病床数の減少は両地域に影響することに留意が必要

+198

▲81

+117
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病床の機能分化・連携 入院医療だけではなく、外来医療・在宅医療、介護との連携、人材確保

等を含めた地域の医療提供体制全体の課題解決を図る地域医療構想へ

現行の地域医療構想 新たな地域医療構想

○ 団塊の世代が全て75歳以上となる2025年に 向 け て
、高齢者の医療需要が増加す る こ と が 想 定 さ れ る 。

○ 約300の構想区域を対象として、病床の機能分化
・連携を推進す る た め の 2025年に向けた地域医療
構想を策定。

＜全国の報告病床数と必要病床数＞
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※ 病床機能報告の集計結果と将来の病床の必要量は、各構想区域の病床数を機械的に足し合わせ
たものであり、また、それぞれ計算方法が異なることから、単純に比較するのではなく、
詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議で協議を行うことが重要。

2025年の必要病床数

（推計）

合計 119.1万床

○ 2040年頃に 向 け て 、医療・介護の複合ニーズ等を抱える85歳以上
の増加、人材確保の制約、地域差の拡大が想定される。

○ 増加する高齢者救急・在宅医療の需要への対応、 医療の質や医療

従事者の確保、 地域における必要な医療機能の維持が 求 め ら れ る 。

○ 病床の機能分化・連携だけでなく、外来医療・在宅医療、介護との

連携、人材確保等を含めたあるべき医療提供体制の実現に資する

新たな地域医療構想を策定。

○ 2040年やその先を見据えて、地域の実情に応じて、｢治す医療｣を
担う医療機関と｢治し支える医療｣を担う医療機関の役割分担を明確
化 し 、医療機関の連携・再編・集約化を推進することが重要。

このため、病床の機能分化･連携に加え、
• 地域ごとの医療機関機能

（高齢者救急の受入、在宅医療の提供、救急･急性期の医療提供等）

• 広域な観点の医療機関機能（医育及び広域診療等の総合的な機能）

の確保に向けた取組を推進。

＜今後のスケジュール＞
令和７年度 新たな地域医療構想に関するガイドラインの作成（国）
令和８年度～ 新たな地域医療構想の策定（県）
令和９年度～ 新たな地域医療構想の取組を順次開始（県）

令和７年2月26日社会保障審議会医療部会資料
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令和７年10月15日第5回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会資料
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区域
現在の人口規模

の目安
急性期拠点機能

高齢者救急・
地域急性期機能

在宅医療等連携機能 専門等機能

大都市型

100万人以上
※東京などの人口の極

めて多い地域におい
ては、個別性が高く、
地域偏在等の観点も
踏まえつつ別途整理

• 将来の手術等の医療需要を踏まえ、
区域内に複数医療機関を確保

• 都道府県からの依頼等を踏まえ、
地域の医療機関へ医師を派遣する
※人口20万人～30万人毎に１拠点を確保す

る こ と を 目 安 と す る 。

• 高齢者救急の対応の
他、頻度の多い一部
の手術についても
対応

• 診療所による在宅医療
の実施が多い場合、そ
うした診療所や訪看
ス テ ー シ ョ ン 等の支
援

• 高齢者施設等からの患
者受入等の連携

• 特定の診療科
に特化した手術
等を提供

• 有床診療所の担
う地域に根ざ
した診療機能

• 集中的な回復期
リ ハ ビ リ テ ー
シ ョ ン

• 高齢者等の中長
期にわたる入
院医 療 等

地方都市型 50万人程度

•将来の手術等の医療需要を踏まえ、
区域内に１～複数医療機関を確保

•都道府県からの依頼等を踏まえ、
地域の医療機関へ医師を派遣する
※人口20万人～30万人毎に１拠点を確保す

る こ と を 目 安 と す る

• 高齢者救急の対応

• 手術等が必要な症例に
ついては地域の医療資
源に応じて、急性期拠
点機能を有する医療機
関へ搬送

• 地域の在宅医療の提供
状況に応じて、在宅
医療・訪問看護の提供
や後方支援を実施

• 高齢者施設等からの
患者受入れ等の連携

人口の
少ない地域

～30万人
※20万人未満の地域

については、

急性期拠点機能の
確保が可能かど
うか等について
特に点検し、圏域
を設定

• 手術等の医療資源を多く投入する

医療行為について集約化し区域
内に１医療機関を確保する

• 地域の医療資源に応じて、高齢者
救急・地域急性期機能や在宅医療
等連携機能をあわせて選択する
こと も 考 え ら れ る

※大学病院本院が区域内にある場合、大学
が担う医療の内容等を踏まえた上で、必
要に応じて大学病院本院と別に医療機関
を確保しうる

• 地域の医療資源の範囲
内で高齢者救急の対応

• 手術等が必要な症例に
ついては急性期拠点機
能を有する医療機関へ
搬送

• 診療所による在宅医
療の実施が少ない場
合、自ら在宅医療や訪
問看護を提供

• 高齢者施設等からの
患者受入れ等の連携

※ 地域の実情に応じて、複数の医療機関機能の選択が可能

※ 区域の人口規模については、現在の人口規模に加えて、必要に応じて、2040年の人口等も踏まえながら、どの区域に該当するか等を地域で検討

令和７年10月3日社会保障審議会医療部会資料
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令和７年9月11日第4回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会資料

更なる均てん化が

望ましい医療

都道府県又は更に広域（※１）で

の集約化

の検討が必要な医療

がん医療圏又は

複数のがん医療圏単位

での集約化

の検討が必要な医療

（※１）国及び地域ブロック単位で確保することが望ましい医療として、
小児がん・希少がんの中でも特に高度な専門性を有する診療等が
考えられる。

想定される提供主体 均てん化・集約化の考え方

• 国立がん研究センター、 特に集約化の検討が必要な医療についての考え方
（医療技術の観点）

• がん医療に係る一連のプロセスである「診断、治療方針の決定｣に高度な判断を要する場合や、
「治療、支持療法・緩和ケア」において、新規性があり、一般的・標準的とは言えない治療法や、
高度な医療技術が必要であり、拠点化して症例数の集積が必要な医療。

• 診断や治療に高額な医療機器や専用設備等の導入及び維持が必要であるため、効率性の観
点から症例数の集積及び医療資源の集約化が望ましい医療。

（医療需給の観点）

• 症例数が少ない場合や専門医等の医療従事者が不足している診療領域等、効率性の観点から
集約化が望ましい医療。

※緊急性の高い医療で搬送時間が重視される医療等、患者の医療機関へのアクセスを確保する観
点も留意する必要がある。

国立成育医療研究センター、

都道府県がん診療連携拠点病院、 大学

病院本院、小児がん拠点病院

• 地域の実情によっては

地域がん診療連携拠点病院等

• がん診療連携拠点病院等

• 地域の実情によってはそれ以外の医療

機関

• 患者にとって身近な診療所・病院
（かかりつけ医を含む）

更なる均てん化が望ましい医療についての考え方
• がん予防や支持療法・緩和ケア等、出来る限り多くの診療所・病院で提供されることが

望ましい医療。

○ がん医療提供体制について、2040年を見据え、提供される医療の性質に応じた均てん化・集約化の考え方として、高度な技術を要

する手術等、症例数が少ない場合、医療従事者が不足している診療領域等は集約化の検討が必要である一方、がん予防や支持療法・緩和
ケア等については均てん化の観点から、オンライン診療等の活用を含め、身近な診療所・病院での提供が望ましいとされている。

2040年を見据えたがん医療の均てん化・集約化に係る基本的な考え方

「 2040年を見据えたがん医療提供体制の均てん化・集約化に関する参考資料」を参考に医政局医事課で作成。78

かかりつけ医と拠点病院等の専門医の更なる連携強化のためには、がん患者にとって身
近な診療所・病院におけるD to P with Dによるオンライン診療等、拠点病院等と連携し、
がん予防や支持療法・緩和ケア等を提供していくことが重要となる。拠点病院等は、がん予
防や支持療法・緩和ケア等を身近な診療所・病院でがん患者が受療できるように、これら
のがん医療に係る研修を積極的に実施することが望ましい。また、離島やへき地等の過
疎地域に居住するがん患者が、オンラインで専門医に相談できるといった、医療DXの活
用が求められる。

出典：2 0 4 0年を見据えたがん医療提供体制の均てん化・集約化に関するとりまとめ（令和７年８月１日 がん診療提供体制のあり方に関する検討会）
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⚫ 構想区域の考え方
➢ 2040年に釧根圏域で人口が約21万人→現在の釧路圏域と同規模
➢ 釧根地域における構想区域、二次医療圏、三次医療圏それぞれの役割をどう考えるか
➢ 構想区域、二次医療圏、三次医療圏それぞれで対応すべき医療の範囲をどう考えるか

⚫ 釧根地域における医療機関機能の確保
➢ 隣接する三次医療圏にも大学病院が存在しない→急性期拠点機能の確保が必須
➢ 急性期拠点機能を確保するための方策→国の検討会では人口20-30万地域は集約化の意見
➢ 次期構想の必要病床数推計に入院受療率の低下の反映が検討されていることに留意

⚫ 人口減少局面における人材確保
➢ 重点医師偏在対策支援区域の候補区域（厚労省提示）に釧路圏域、根室圏域
→ 釧根地域の現状を踏まえて具体的にどのような取組を進めるべきか

➢ 少子化の進行が続く中での看護師等の医療関係職種の確保
→ これまでの取組に加えてどのような工夫が必要か

2025年 2040年 面積が同程度の都府県

釧路圏域 20.5万人 15.9万人 茨城県

根室圏域 6.7万人 5.3万人 埼玉県

釧根圏域 27.2万人 21.1万人 岩手県

圏域の人口推計と面積

今後の検討事項(案)


